東京高裁（民事５部　小林克巳裁判長）が明治乳業事件に
解決への道筋を示す「和解」を勧告！

「最後の機会と思われる･･･」として

「双方から聞きたい」と強く勧告

東京高裁で控訴審を争っている明治乳業市川工場事件が重要局面を迎えています
この間、会社の賃金・昇給昇格資料などの提出を求めた求釈明の決定。そして、４証人の採用など、中労委や地裁の異常な判断に基づく事実誤認の見直しを判断すべく、訴訟指揮がすすめられてきました。

　すでに最終弁論期日（１２月４日）が設定されていましたが、その前段に行われた９月１３日の弁論期日で、双方提出の書面を確認した後、裁判官「合議」が行われ、小林裁判長より「長い期間を経ている、最後の機会と思われる、裁判所としては和解を考えたい･･･」旨の和解勧告がありました。控訴人側は「お受けします」としたが、会社代理人は「裁判所の判断をいただきたい･･･」などと難色を示しました。しかし、裁判長は重ねて強く「和解」への道筋を示し、和解期日として１０月１０日（１１時から）を設定しました。
「司法の判断を尊重します」


　今期株主総会で、長期争議の当事者責任を問われた経営陣（社長）は、「司法の判断を尊重します」と答弁しています。

　いうまでもなく、司法判断には、事件審理の到達や特徴によって「判決の宣告」という判断と、事件の争議解決に向けて「和解の道筋を示す」判断があります。明治乳業事件に対し、「和解が望ましい」と司法が判断したのです。この機を逸することなく明治乳業は長期争議の全面解決を決断すべきではないでしょうか。
それは「食の安全･安心」を求める消費者・国民の信頼に応えることでもあるのです。
